
レンタル約款 
第１条（⽬的） 

１.本レンタル約款は、お客様（以下「甲」といいます）と I-mark 株式会社、⼜は、その代理店（以下総称して「⼄」といいます）との間において⼄を賃貸⼈とし、甲を賃借⼈とした賃貸借契約（以下「レンタ
ル契約」といいます）に必要な事項を定め、これにより甲⼄間の取引が公正かつ円滑に⾏われることを⽬的とします。 

２.甲及び⼄は、相互利益尊重の理念に基づき、信義誠実の原則に従って取引を⾏うものとします。 
第２条（レンタル契約の内容） 

レンタルの⽬的である物件（以下「物件」といいます）、権利等（ソフトウエア製品の使⽤許諾を含みます）の数量、型名、品名、仕様、レンタル期間、レンタル開始⽇、レンタル終了⽇、レンタル料⾦、納品
場所（⽇本国内に限ります）、⽀払期⽇、⽀払条件等レンタル契約に必要な事項その他レンタル契約の内容（以下「契約内容」といいます）は、書⾯に定めるものとします。 

第３条（レンタル契約の成⽴及び変更） 
１.レンタル契約は、⼄があらかじめ前条の契約内容に基づく⾒積書を作成し、甲に提⽰したうえで、⼄が⾒積書に基づく契約書の交付（FAX、電⼦メール⼜はインターネットによるものを含みます）により甲

がこれに承諾することにより成⽴するものとします。 
2.甲及び⼄は、レンタル契約の契約内容を変更する必要が⽣じた場合、甲⼄協議のうえ、署名捺印⼜は記名押印した書⾯により個別契約の変更、追加⼜は削除を⾏うことができるものとします。 
3.レンタル契約成⽴後は、レンタル開始⽇までに甲の都合によるレンタル契約の解除はできないものとします。 

第４条（レンタル期間の延⻑及び中途解約） 
１.レンタル期間はレンタル契約書に記載する期間(以下レンタル期間といいます)とし、⼄が甲に物件を引き渡した⽇の翌⽇をレンタル開始⽇(以下レンタル開始⽇といいます)、甲が⼄に当該物件を返還した⽇

をレンタル終了⽇(以下レンタル終了⽇といいます)とします。 
この約款に基づくレンタル契約は、この約款に定める場合を除き、レンタル期間満了の⽇まで解除、⼜は終了させることができません。 
甲は、⼄に対して、レンタル期間が満了する１週間前までに、レンタル契約の全部⼜は⼀部について、終了⼜は延⻑を申し込む旨の意思表⽰を⾏うものとします。 
甲から延⻑の申し込みがあった場合、甲においてレンタル契約⼜は本レンタル約款の違反がない限り、⼄は延⻑の申し込みを原則承諾するものとし、以降繰り返し延⻑する場合も同様とします。 
ただし、⼄が物件を延⻑前と同じ条件で提供できない等の事由がある場合には、⼄はレンタル契約を終了すること、⼜は条件を変更することができるものとします。 

２.甲は、特別な定めがない限り、レンタル期間中においても事前に⼄に通知し、レンタル契約の全部⼜は⼀部を解約することができるものとします。この場合、物件は⼄の指定する場所に返還するものとしま
す。 

３.甲において第１項に定めたレンタル契約の終了⼜は延⻑の申し込みの意思表⽰がなされない場合、⼄は、甲から１カ⽉間延⻑の申し込みがあったものとみなすものとし、以後も同様とします。 
第５条（レンタル契約のキャンセル料） 

甲が⼄に発注後の商品の、⼄の責によらない事由により当該契約を取り消す場合は、キャンセル料として「レンタル契約書」に記載の合計⾦額（税込）の 50％を⽀払うものとする。ただし、甲は納品 5⽇前ま
でにキャンセル通告を⾏い、⼄の承諾を得るものとする。 

第 6条（⽀払いについて） 
1.甲は⼄からの請求により、請求書記載のレンタル料⾦等を請求書記載の⽀払期限までに⽀払います。なお、振り込み⼿数料等は甲の負担とする。 
2.レンタル料⾦は⽉払いとします。運送費その他の費⽤（物件の納品及び返還にかかわる運送費、消耗品費、その他代⾦の合計額、以下総称して「その他諸費⽤」といいます）は、甲が負担するものとし、レン

タル契約の定める条件、⼜は別途⼄が事前に承認した条件により⽀払うものとします。 
3.物件について滅失（所有権の侵害を含みます、以下同じ）、毀損（修理不能、所有権の制限を含みます、以下同じ）したとき、修理を要するとき、⼜は物件について権利を主張する者があるときは、甲は遅滞

なくこれを⼄に通知することにより、レンタル契約を中途解約することができます。この場合、甲は前項に基づき算定された⾦額を⽀払うものとし、通知がない場合、甲は、物件の使⽤の可否にかかわらず、
レンタル料の⽀払いを免れないものとします。 

第 7条（レンタル料⾦） 
1.レンタル契約のレンタル料⾦は、⼄が定めるレンタル期間１カ⽉間の場合のレンタル料⾦（以下「基本料⾦」という）は、⼄の定める計算⽅法によるものとします。 
2.レンタル期間が延⻑された場合の延⻑時のレンタル料⾦は、総レンタル期間（既使⽤期間＋延⻑期間）に応じたレンタル料⾦を適⽤します。 
3.第４条（レンタル期間の延⻑及び中途解約）第２項によりレンタル契約が中途解約された場合のレンタル料は、レンタル開始⽇からレンタル終了⽇までの期間に応じ算定された⾦額とします。 

よって、甲は⼄に対し、⼄からの請求により、当初適⽤のレンタル料⾦とレンタル期間変更後のレンタル料⾦との差額を⽀払うものとします。 
4.⼄は、レンタル契約成⽴後レンタルの開始までに、レンタル契約成⽴時には予想できない経済情勢の変動等があった場合には、レンタル料⾦を変更することができるものとします。 

第 8 条（消費税等の負担） 
甲はレンタル契約に基づき⽀払うべき⾦銭債務については、税法所定の消費税額、地⽅消費税額を付加して⼄に⽀払うものとします。 
レンタル明細書およびレンタル期間延⻑承諾書に記載の消費税は、レンタル契約締結時の税率であり、この税率が変更されたときは、その差額分を直ちに精算するものとします。 

第 9条（納品） 
⼄は、物件を、契約内容に定められた納期、納品場所（⽇本国内に限ります）に従い、⼄の決定した⼿配⽅法により納品するものとします。 

第 10条（受⼊検査） 
１.甲は、⼄による物件の納品⽇の翌⽇から起算して⼄の５営業⽇内（以下「検査期間」といいます）に受⼊検査を⾏うものとします。 
２.甲は、前項に定める受⼊検査の結果、物件に関して、数量、型名、品名、仕様、品質、性能に適合しないもの（以下「契約不適合」といいます）であるときは、直ちに⼄に通知するものとします。 
３.契約不適合の物件に関して、納期、納品場所、納品⼿続き等の契約内容の変更を⾏った場合に関する受⼊検査は、前⼆項の定めによるものとします。 
４.第１項及び第３項の受⼊検査に合格したときは、甲は、その受⼊検査に合格した⽇（以下「受⼊検査合格の⽇」といいます）とその旨を⼄に通知するものとします。 
５.第２項⼜は前項の通知がなく、検査期間を徒過した場合は、検査期間終了の⽇に受⼊検査に合格したものとみなします。 

第 11条（物件の保証） 
⼄は、物件の受⼊検査合格の⽇以後、物件の性能についてのみ保証するものとし、物件の甲の使⽤⽬的の適合性その他の事項については、甲及び第三者に対して⼀切の責任を負わないものとします。 

第 12 条（物件の性能不良に対する対応） 
１.レンタル期間中、甲の責めによらない事由に基づいて⽣じた物件の性能の不良により物件が正常に動作しない場合、⼄は、物件を修理⼜は取り替えます。 
２.前項の物件の修理⼜は取り替えに過⼤の費⽤⼜は時間を要する場合、⼄は、レンタル契約を解除することができるものとします。 
３.⼄は、物件の使⽤不能の状態を考慮して、使⽤不能期間中のレンタル料⾦を⽇割り計算により減免することがあります。 
４.⼄は、物件が正常に動作しないことに関し、第１項⼜は前項に定める以外の責めを負わないものとします。 

第 13 条（物件の使⽤保管管理） 
１.甲は、物件を善良な管理者の注意をもって使⽤、保管し、当該使⽤、保管に要する費⽤は甲の負担とします。 
２.物件の設置・保管・使⽤を原因として、第三者に与えた損害については、甲がこれを賠償するものとし、⼄は⼀切の責任を負いません。 
３.甲は、物件が第三者からの強制執⾏その他の法律的あるいは事実的な侵害を蒙らないように物件を保全するとともに、仮にそのような事態が発⽣したときは、直ちにこれを⼄に通知し、かつ速やかにその事
態の解消を図るものとします。 

４.前項の場合において、⼄が物件保全のために必要な措置をとった場合、甲は、その⼀切の費⽤を負担します。 
５. 甲は、⼄の書⾯による承諾を得ないで次の⾏為はできないものとします。 

(1)物件の譲渡、転貸、改造をすること 
(2)物件に貼付された⼄の所有権を明⽰する標識、調整済みの標識等を除去、汚損すること 
(3)物件について質権、抵当権及び譲渡担保権その他⼀切の権利を設定すること 

第 14 条（使⽤地域等の範囲） 
１.甲は、物件を原則⽇本国内においてのみ使⽤するものとします。 
２.⼄が物件の所在場所の確認を求めた場合、甲は書⾯（電⼦メールを含みます）にて速やかに回答するものとします。 
３.甲が物件を輸出する場合、事前に⼄に通知し、⼄の承諾を得たうえ、⼄所定の書類を⼄に提出するものとします。ただし、甲は⽇本及び輸出関連諸国の輸出⼊関連法規に従って輸出を⾏うものとし、当該輸
出に係る⼀切の責任は甲が負うものとします。また、甲と⽇本国外関連者間での取引に起因する租税上の問題等が発⽣した場合は、甲の責任において解決するものとします。 

４. 甲が物件を輸出する場合、⼄は、第 12 条（物件の性能不良に対する対応）の責任を負担せず、かつ第 16 条（保険）は適⽤されないものとします。 
第 15 条（ソフトウェアの複製等禁⽌） 

甲は、物件の全部⼜は⼀部を構成するソフトウェア製品（以下「ソフトウェア」といいます）に関し、次の⾏為を⾏うことはできないものとします。 
(1)有償、無償を問わずソフトウェアを第三者へ譲渡し、⼜はその再使⽤権設定を⾏うこと 
(2)ソフトウェアを物件以外のものに利⽤すること 
(3)ソフトウェアを複製すること 
(4)ソフトウェアを変更⼜は改作（逆アッセンブル，逆コンパイルを⾏うことを含みます）すること 

第 16 条（保険） 
１.物件には⼄による動産総合保険が付保されるものとします。 
２.物件に保険事故が発⽣した場合、甲は、直ちにその旨を⼄に通知するとともに、⼄の保険⾦受領⼿続きに必要な⼀切の書類を遅滞なく交付するものとします。 

第 17 条（解除） 
１.甲及び⼄は、相⼿⽅がその債務を履⾏せず、⼜はレンタル契約に違反した場合において、相当の期間を定めて履⾏⼜は違反の是正の催告をし、その期間内に履⾏⼜は是正がないときは、レンタル契約の全部
⼜は⼀部を解除することができるものとします（次項第 1 号及び第 27 条（反社会的勢⼒の排除）第３項の場合を除きます）。 
２.甲及び⼄は、相⼿⽅が次の各号のいずれかに該当する事由が⽣じたときは、催告をすることなく、直ちにレンタル契約を解除することができるものとします。 

(1)前項にかかわらず、甲がレンタル料⾦の⽀払いを怠ったとき 
(2)差押、仮差押、仮処分、滞納処分、強制執⾏、競売、任意整理、特定調停、破産、会社更⽣、⺠事再⽣等、⼜はその他法的倒産⼿続きの申し⽴てを受け、⼜は⾃ら申⽴てたとき 
(3)監督官庁により営業停⽌⼜は営業免許若しくは営業登録の取消等の処分を受けたとき 
(4)⽀払停⽌若しくは⽀払不能に陥ったとき、⼿形若しくは⼩切⼿が不渡りとなったとき、⼜は発⽣記録をした電⼦記録債権が⽀払不能となったとき 
(5)資本減少、事業の廃⽌、解散等の重⼤な変更の決議をしたとき 
(6)公租公課の滞納処分を受けたとき 
(7)財産状態が悪化し、⼜はそのおそれがあると認められる相当の理由があるとき 
(8)その他前各号に準ずる事由が⽣じたとき 

第 18 条（期限の利益の喪失） 
甲⼜は⼄は、前条⼜は第 27条（反社会的勢⼒の排除）第３項により相⼿⽅からレンタル契約の⼀部⼜は全部を解除された場合、未払いレンタル料⾦、その他相⼿⽅に対する⼀切の債務は、当然に期限の利益を
失い、相⼿⽅に全額を直ちに⽀払うものとします。 

 
 
第 19 条（物件の返還） 



１.甲は、⼄に対して、レンタル期間終了⽇の翌⽇までに、⼄の指定する場所に⼄の決定した⼿配⽅法により物件を返還するものとします。ただし､レンタル契約の解約、解除がなされた場合、甲は⼄に対して、
即⽇、⼄の指定する場所に物件を返還するものとします｡ 

２.物件にデータ（電⼦的情報）が記録されている場合、甲は、⾃らの責任と費⽤負担により当該データを消去して⼄に返還するものとします。万⼀、残存したデータの消去、漏洩等により、甲及び第三者に損
害が発⽣した場合においても、⼄は⼀切の責任を負わないものとします。 

３.甲の責めに帰すべき事由により物件を滅失⼜は紛失して⼄に返還できない場合、⼜は毀損（パスワード、ライセンス認証等の未解除を含みます）若しくは汚損した物件を甲が⼄に返還した場合、甲は、⼄に
対して、当該物件についての損害賠償として代替物件（新品）の購⼊対価相当⾦額⼜は物件の修理代を⽀払うものとします。かかる場合において⼄に、その他の損害があるときは、甲はこれを賠償するもの
とします。 

第 20 条（物件返還の遅延の損害⾦） 
甲は、事由の如何を問わずレンタル契約が終了した場合において物件の返還を遅延したときは、レンタル契約終了⽇の翌⽇から返還の完了⽇まで、１カ⽉当たりの基本料⾦相当額を損害⾦として⼄に⽀払うも
のとします。この場合、損害⾦の計算については、１カ⽉単位で計算し、⽇割り計算をしないものとします。 

第 21 条（遅延利息） 
甲は、レンタル契約に基づく⾦銭債務の履⾏を遅延した場合、⽀払期⽇の翌⽇より完済に⾄るまで年率１４.６％の遅延利息を⼄に⽀払うものとします。 

第 22 条（相殺） 
甲及び⼄は、甲⼄間において、⽀払を受けるべき⾦銭債権を有する場合、当該⾦銭債権の弁済期の到来の有無を問わず、書⾯をもって通知することにより、いつでも⾃⼰の債務と対当額で相殺することができ
るものとします。 

第 23 条（債権譲渡制限） 
甲及び⼄は、相⼿⽅の事前の書⾯による承諾を得ない限り、レンタル契約に基づく権利⼜は義務の全部⼜は⼀部を、第三者に譲渡⼜は担保に供してはならないものとします。 

第 24条（不可抗⼒） 
１.天災地変、戦争、暴動、内乱、法令の制定・改廃、公権⼒による命令・処分、交通機関の事故、通信回線の事故、その他両当事者の責めに帰すことができない事由により⽣じた履⾏遅滞及び履⾏不能につい
て、いずれの当事者も責任を負わないものとします。 
２.前項の場合、甲⼜は⼄は、相⼿⽅に対し通知したうえで、レンタル契約の全部⼜は⼀部を変更⼜は解除することができるものとします。 

第 25条（秘密保持） 
１.レンタル契約において、秘密情報とは、次の各号の情報をいうものとします。 

(1)秘密である旨の表⽰をした書⾯(電⼦的形式を含みます)で開⽰された相⼿⽅固有の業務上､技術上､販売上の情報 
(2)秘密である旨明⽰して⼝頭⼜はデモンストレーション等により開⽰された相⼿⽅固有の業務上､技術上､販売上の情報であって､開⽰後 10 ⽇以内に相⼿⽅に秘密である旨の表⽰をした書⾯(電⼦的形式
を含みます)で提⽰された情報 

２.前項にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は、前項における秘密情報から除くものとします。 
(1)開⽰の時点で既に公知のもの､⼜は開⽰後秘密情報を受領した当事者(以下｢受領者｣といいます)の責めによらずして公知となったもの 
(2)受領者が第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に⼊⼿したもの 
(3)開⽰の時点で受領者が既に保有しているもの 
(4)開⽰された秘密情報によらずして､独⾃に受領者が開発したもの 

３.甲及び⼄は、それぞれ相⼿⽅から開⽰された秘密情報を、レンタル契約の履⾏のためにのみ利⽤するものとし、その他の⽬的に利⽤しないものとします。 
４.甲及び⼄は、相⼿⽅から開⽰された秘密情報の秘密を保持し、受領した秘密情報を善良なる管理者の注意をもって保管管理するとともに、第三者に譲渡、提供せず、また、レンタル契約を履⾏するために知

る必要のある⾃⼰の役員及び従業員（以下あわせて「従業員等」といいます）以外に開⽰、漏洩してはならないものとします。 
５.前項にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合、甲及び⼄は、相⼿⽅の秘密情報を当該第三者に開⽰、提供することができるものとします。 

(1)法令により第三者への開⽰を強制された場合｡ただし､この場合､受領者は事前に相⼿⽅に通知するよう努めるものとし､当該法令の範囲内で秘密を保持するための措置を講ずることを当該第三者に要求
するものとします｡ 
(2)弁護⼠､公認会計⼠等法令上守秘義務を負う者に当該者の業務上必要とされる範囲内で提供する場合 

６.甲及び⼄は、レンタル契約の履⾏のために必要な範囲で秘密情報を複製できるものとします。なお、当該複製物についても本条の定めが適⽤されるものとします。 
７.甲及び⼄は、相⼿⽅から要求があった場合⼜はレンタル契約が終了した場合、遅滞なく秘密情報（複製物を含みます）を相⼿⽅の指⽰に従い、返却、⼜は破棄若しくは消去するものとします。ただし、第５

項各号に基づき当該第三者が保有する秘密情報についてはこの限りではないものとします。 
８.甲及び⼄は、従業員等に本条の内容を遵守させるものとします。 

第 26 条（個⼈情報の保護） 
１.甲及び⼄は、レンタル契約の履⾏に関連して知り得た相⼿⽅が保有する個⼈に関する情報であって、当該個⼈の識別が可能な情報（他の情報と容易に照合することができ、それにより当該個⼈を識別するこ

とができることとなる情報を含みます。また、秘密情報であるかどうかを問いません。以下「個⼈情報」といいます）を善良なる管理者の注意をもって管理し、相⼿⽅の書⾯による事前の承諾を得ることな
く、当該レンタル契約履⾏以外の⽬的のために利⽤し、⼜は第三者に利⽤させ、若しくは開⽰し、また漏洩してはならないものとします。 

２.甲及び⼄は、個⼈情報を第三者に提供しようとする場合、相⼿⽅の書⾯による事前の承諾を得るものとし、本条に定める甲⼜は⼄の義務と同等の義務を当該第三者に課すとともに、当該第三者の情報管理に
ついて⼀切の責任を負うものとします。また、甲及び⼄は、相⼿⽅から要求のあった場合、別途甲⼜は⼄が指定する当該第三者における個⼈情報の取扱い状況について、直ちに書⾯で相⼿⽅に報告しなけれ
ばならないものとします。 

３.甲及び⼄は、相⼿⽅の書⾯による事前の承諾を得ることなく、個⼈情報を加⼯、複製⼜は複写してはならないものとします。 
４.甲及び⼄は、「個⼈情報の保護に関する法律」、その他各種法令、規則、ガイドライン等に従い、アクセス権の管理、個⼈情報の⽬的外利⽤、漏洩、紛失、改ざん等の防⽌その他個⼈情報の適切な管理のため

に必要な措置を講じるものとします。 
５.甲及び⼄は、相⼿⽅が前四項に定める義務の履⾏のための措置を講じることにつき、随時⼜は定期的に、相⼿⽅に対して管理体制及び内部監査の報告を求め、また必要な指⽰を⾏うことができるものとし、

本項の⽬的のために相⼿⽅の施設に⽴ち⼊ることができるものとします。 
６.甲及び⼄は、本条に違反して個⼈情報がレンタル契約の履⾏以外の⽬的に利⽤され、⼜は第三者に開⽰若しくは漏洩したことが判明したときは、直ちに相⼿⽅に書⾯をもって報告し、相⼿⽅の指⽰を受ける

ものとします。 
７.甲及び⼄は、相⼿⽅の個⼈情報（複製物を含みます）を廃棄するとき、個⼈情報が復元不可能な形で廃棄するものとし、書類については裁断⼜は焼却の⽅法により、電磁的記録については、データ消去⼜は
媒体の破壊の⽅法により、これを⾏うものとします。また、甲⼜は⼄は、相⼿⽅が必要に応じて当該処理を実施した旨の証明書を求めた場合、当該求めに応じて証明書を相⼿⽅に対して発⾏するものとしま
す。 
８.⼄は、甲の個⼈識別符号、要配慮個⼈情報及びそれらの内容を含む電⼦データは取り扱わないものとします。 

第 27 条（反社会的勢⼒の排除） 
１.甲及び⼄は、レンタル契約の成⽴⽇において、⾃ら及びその役員が、暴⼒団、暴⼒団員、暴⼒団員でなくなったときから５年を経過しない者、暴⼒団準構成員、暴⼒団関係企業、暴⼒団関係団体、総会屋、
社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴⼒集団等、その他これらに準ずる者（以下総称して「暴⼒団等」といいます）に該当しないこと、及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたって
も該当しないことを確約します。 

(1)暴⼒団等が経営を⽀配していると認められる関係を有すること 
(2)暴⼒団等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 
(3)⾃⼰､⾃社若しくは第三者の不正の利益を図る⽬的⼜は第三者に損害を加える⽬的をもってするなど､不当に暴⼒団等の威⼒を利⽤していると認められる関係を有すること 
(4)暴⼒団等に対して資⾦等を供給し､⼜は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること 
(5)その他暴⼒団等との社会的に⾮難されるべき関係を有すること 

２.甲及び⼄は、⾃ら⼜は⾃らの役員若しくは第三者を利⽤して次の各号に該当する⾏為を⾏わないことを確約します。 
(1)暴⼒的な要求⾏為 
(2)法的な責任を超えた不当な要求⾏為 
(3)相⼿⽅との取引に関して脅迫的な⾔動をし､⼜は暴⼒を⽤いる⾏為 
(4)⾵説を流布し､偽計を⽤い⼜は威⼒を⽤いて相⼿⽅の信⽤を毀損し､⼜は相⼿⽅の業務を妨害する⾏為 
(5)その他前各号に準ずる⾏為 

３.甲若しくは⼄、⼜はその役員が、暴⼒団等若しくは第１項各号のいずれかに該当する場合、前項各号のいずれかに該当する⾏為をした場合、⼜は第１項の規定に基づく表明・確約に反する事実が判明した場
合、他⽅当事者は、催告を要しないで通知のみにより無条件でレンタル契約を解除できるものとします。 
４.甲及び⼄は、前項に基づくレンタル契約の解除により、相⼿⽅⼜は相⼿⽅の役員に損害が⽣じても⼀切の責任を負わないものとします。 

第 28 条（損害賠償） 
⼄に故意⼜は重⼤な過失があった場合を除き、いかなる場合も､⼄がレンタル契約条項、⼜は個別の契約書に違反したことに起因⼜は関連して甲に損害を与えた場合において⼄の賠償する損害は、直接損害に限
られ、両当事者の予⾒の有無を問わず、特別損害、間接損害、逸失利益及び休業損害は含まないものとします。なお、損害賠償の額は、損害発⽣の⽇から遡って１年以内に⼄が甲より受領したレンタル料⾦相
当額を限度とします。 
甲の故意⼜は過失により⽣じた商品の減失、毀損（通常の使⽤による損耗、減耗は除く）等については、同等商品との取替えに要する費⽤または修理代⾦に相当する費⽤全額を甲が負担するものとする。 

第 29 条（準拠法） 
レンタル契約の成⽴、効⼒、解釈及び履⾏については、⽇本国法に準拠するものとします。 

第 30 条（裁判管轄） 
レンタル契約に関連して⽣じる⼀切の紛争については、東京地⽅裁判所を第⼀審の専属的合意管轄裁判所とします。 

第 31 条（協議事項） 
甲及び⼄は、レンタル契約の定めに関して解釈上の疑義を⽣じ、⼜はレンタル契約に定めのない事項については、信義誠実の精神に基づき協議するものとします。 

第 32 条（存続条項） 
１.レンタル契約がいかなる事由により終了した場合であっても、第 22 条（相殺）、第 26 条（個⼈情報の保護）、第 27 条（反社会的勢⼒の排除）第 4 項、第 28 条（損害賠償）、第 29条（準拠法）、第 30 
条（裁判管轄）及び本条の規定は、継続してその効⼒を有するものとします。 
２.第 25 条（秘密保持）は、レンタル契約が事由の如何を問わず終了した⽇以降３年間継続してその効⼒を有するものとします。 

第 33 条(通知・報告義務) 
甲の住所、商号、代表者に変更があるときは、甲は直ちにその旨を⼄に通知します。 

第 34 条（付則） 
本レンタル約款は、2020 年 8 ⽉ 1 ⽇以降に甲⼄間で成⽴するレンタル契約について適⽤されます。なお、⼄は、必要に応じて本レンタル約款の内容を改定できるものとします。改定後のレンタル約款は、⼄
のウェブサイトにおける以下の URL に掲⽰され、改定前に成⽴したレンタル契約についても最新のレンタル約款の規定が適⽤されるものとします。 
http://                                                                                                                                                   以上  


